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第８章 災害や感染症対策に係る体制整備      

１ 災害に対する備えと体制整備              

 

現状・課題 

 

● 介護サービスは、利用者やその家族の生活を継続する上で欠かせないものであり、災害が発

生した場合であっても、利用者に対し必要なサービスが安定的・継続的に提供されることが重

要です。このため、日頃から災害発生時に備えた取組や業務継続に向けた取組や対策を推進し

ていくことが必要です。 

 

● 愛知県に甚大な被害をもたらすおそれがある南海トラフ地震が今後 30 年以内に発生する確

率は 70～80％とされており、発生の切迫性が高まっています。加えて、気候変動の影響による

豪雨の頻発化や台風の大型化、海面上昇などに伴い風水害が激甚化していくことが懸念されて

います。本県では、愛知県地域防災計画（愛知県防災会議作成）において、災害に対処するた

めの基本方針や、県・市町村・その他関係機関が取るべき措置等を定めています。 

 
＜要配慮者への支援体制の整備＞ 
● 市町村では、災害対策基本法に基づき、高齢者など災害時に自ら避難することが難しく、支

援が必要な方（以下「避難行動要支援者」という。）の生命・身体を災害から守る必要がある

ため、避難行動要支援者を把握するとともに、名簿の作成や、避難支援等関係者間の情報共有

に努めています。 

  

● 災害時、高齢者等の特に配慮を必要とする方（以下「要配慮者」という。）へ支援を迅速か

つ適切に行うには、支援が必要な方を日頃から積極的に把握し、日常的な見守り活動や助け合

い活動を進めることが有効であることから、こうした地域における支え合いを推進するための

市町村地域福祉計画に、避難行動要支援者の把握・情報共有・安否確認方法等を盛り込むこと

が重要となっています。 

 

● 愛知県では、要配慮者の支援については、「市町村のための災害時要配慮者支援体制構築マ

ニュアル」にて、市町村における災害時における要支援者支援に取り組む際に留意する事項を

示し、市町村における避難行動要支援者体制構築に向けた取組を支援しています。 
 

● 市町村では、避難所の生活を送ることが困難な方（高齢者、障害者、乳幼児など）に配慮し

た福祉避難所を確保しています。（54 市町村、1,022 か所（2020 年 10 月 31 日現在）)  

 

● 愛知県では、避難所に避難された高齢者等の災害時要配慮者に対して、適切な福祉支援活動

を行うための愛知県災害派遣福祉チーム（愛知ＤＣＡＴ)の派遣に向けた体制整備を行ってい

ます。 

 

＜高齢者福祉施設等における防災対策＞ 
● 近年、大規模な地震や集中豪雨による浸水被害など、多くの自然災害の発生により、浸水想

定区域内等に設置された社会福祉施設等において、甚大な被害が生じている事例が見受けられ

るため、十分な防災対策を講ずる必要があります。 
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● 社会福祉施設等の施設等管理者は、高齢者などの要配慮者が自らの対応能力を高めるため、

個々の要配慮者の態様に合わせた防災教育や防災訓練の充実強化を図る必要があります。また、

災害に備え、食糧や生活必需品の備蓄や、非常用電源の確保に努めることとされています。 
 
● 訪問系サービスを除く全ての介護保険施設や介護サービス事業所においては、災害発生時に

要介護高齢者の方の避難等の援助が必要となるため、各種災害発生時に備えた十分な対策を講

じておく必要があり、非常災害に関する具体的計画の策定や定期的な避難訓練が義務付けられ

ています。なお、小規模多機能型居宅介護や認知症対応型共同生活介護においては、訓練に当

たっての地域住民との連携の努力義務が設けられています。 
 
● 浸水想定区域内、土砂災害警戒区域内又は津波災害警戒区域内にある市町村地域防災計画に

定められた要配慮者利用施設（社会福祉施設等その他の主として防災上の配慮を要する方が利

用する施設。以下「要配慮者利用施設」という。）の管理者等は、災害時に要配慮者が適切に

避難できるよう、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施が義務付けられています。 

 
● 介護施設やサービス事業所においては、災害等が発生した場合であっても、必要なサービス

が継続的に提供できる体制を構築する観点から、全ての介護サービス事業者を対象に、事業継

続に向けた計画「事業継続計画（ＢＣＰ）」の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）

の実施等が2021年４月から義務付けられます（３年の経過措置期間あり）。 

 
● 特別養護老人ホーム等の介護施設等は、災害に備え、防災・減災対策に係る整備を推進して

いく必要があります。 

 

基本方針 

 
＜要配慮者への支援体制整備の推進＞ 
● 市町村における高齢者などの避難行動要支援者への支援や、避難生活における要配慮者支援

の取組を推進します。 

 

● 災害発生時に市町村、県保健所等から情報収集し、要配慮者に係る広域調整・市町村支援を

行います。 

 

● 市町村からの要請により、必要に応じて愛知県災害派遣福祉チーム（愛知ＤＣＡＴ)を編成

し、派遣します。 

 
＜高齢者福祉施設等における防災対策の推進＞                     

● 高齢者福祉施設の設置にあたっては、立地条件に十分配慮した上で整備を進めるよう市町村

と連携していきます。 

 
● 災害が発生した場合であっても、利用者に対し必要なサービスが安定的・継続的に提供され

るよう社会福祉施設等を支援します。 

 

● 策定が義務付けされている全ての介護保険施設等について、水害・土砂災害を含む地域の実

情に応じた非常災害対策計画の策定や、避難訓練が適切に実施されるよう、市町村と連携し、

指導・助言していきます。 

 

● 要配慮者利用施設の管理者等に避難確保計画の作成及び避難訓練の実施について、市町村と

連携し働きかけていきます。 
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● 介護施設やサービス事業所における事業継続計画（ＢＣＰ）の作成支援の取組を進めます。 

 

● 特別養護老人ホーム等の介護施設等に対して、災害に備えた防災・減災対策に係る整備を推

進していきます。 

 

２０２３年度までの目標 

 
＜要配慮者への支援体制整備の推進＞ 
● 災害時における要支援者支援に取り組む際に留意する事項等をまとめた「市町村のための災

害時要配慮者支援体制構築マニュアル」を示し、市町村における避難行動要支援者体制構築に

向けた取組を支援します。 

 

● 市町村において、避難行動要支援者の把握や安否情報・避難誘導体制の整備、福祉避難所の

指定や協定の締結が進むよう、働きかけていきます。 

 

● 本県では、市町村からの要請があった際、必要に応じて愛知県災害派遣福祉チーム（愛知Ｄ

ＣＡＴ)を編成し、派遣します。また災害発生時に備え、平時よりチーム員の養成やスキルア

ップ研修を行うなど、派遣体制を整備します。 
 
＜高齢者福祉施設等における防災対策の推進＞                     

● 新たに高齢者福祉施設を設置する者が、浸水想定区域、土砂災害警戒区域又は津波災害警戒

区域等、立地条件について十分配慮し、災害の危険性等を認識し、必要な対策を講じるよう、

市町村と連携した指導・助言をしていきます。 

 

● 社会福祉施設等において、防災教育や防災訓練の充実強化が図られるとともに、食糧や生活

必需品の備蓄や、非常用電源の確保ができるよう、支援します。 

 

● 策定が義務付けされている全ての介護保険施設等について、水害・土砂災害を含む地域の実

情に応じた非常災害対策計画の策定や、避難訓練が適切に実施されるよう、市町村と連携し、

指導・助言していきます。 

 

● 要配慮者利用施設の管理者等に避難確保計画の作成や、避難訓練が適切に実施されるよう、

市町村と連携し働きかけていきます。 
 

● 災害発生時にあっても、介護施設やサービス事業所におけるサービス提供が継続できるよう、

事業継続計画（ＢＣＰ）の作成支援の取組を進めます。 

 

● 特別養護老人ホーム等の施設の耐震改修や老朽化対策の整備を推進するため、必要な経費に

対して助成します。 

 

● 介護施設等の防災・減災対策を推進するため、非常用自家発電設備・給水設備の整備、垂直

避難用エレベーター等の整備、スプリンクラー設備の整備及びブロック塀等の改修費に対して

助成します。 
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主要施策・事業 

※１：介護保険サービスの指定を受ける全施設・事業所（訪問系サービスを除く） 

※２：回答の得られた施設・事業所のみ 

項  目 
実施 

主体 
現 状 

２０２３年度 

までの目標 事 業 内 容 

非常災害対策

計画の作成割

合 

※１ 
76.3％ ※２ 
（2018 年度末） 

100% 

災害時においても介護職員が適切

に利用者支援の行動や役割を担うこ

とができるよう、作成が義務付けられ

ている計画の策定を促し、利用者の支

援体制を整える。 

避 難 訓 練 の 

実 施 割 合 
※１ 

89.9％ ※２ 
（2018 年度末） 

100% 
災害時に備え、義務付けられている

避難訓練の実施を促す。 
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２ 感染症に対する備えと体制整備 

 

現状・課題 

 
● 介護サービスは、利用者やその家族の生活を継続する上で欠かせないものであり、感染症が

発生した場合であっても、利用者に対し必要なサービスが安定的・継続的に提供されることが

重要です。このため、日頃から感染症発生時に備えた取組や業務継続に向けた取組や対策を推

進していくことが必要です。 

 

＜感染症対策に対する体制整備＞ 
● 2019 年 12 月以降、世界的に大流行した新型コロナウイルス感染症患者の増加により、福祉

の現場では、これまでに経験のない程の多大な影響がもたらされています。本県では「愛知県

新型インフルエンザ等対策行動計画」を 2015 年 11 月に策定し、未知の感染症対策を含む新型

インフルエンザ等対策の実施に関する基本的な方針や、県が実施する措置等を示しています。 

 
● 新型インフルエンザ等は、いつ発生するか分からないことから、市町村は、県内感染期にお

ける高齢者等の要援護者への生活支援（見守り、介護等）、搬送、死亡等の対応等について、

要援護者の把握とともにその具体的手続きを決めておく必要があります。 

 
＜介護施設等における感染症発生時の備え＞ 
● 介護施設やサービス事業所においても、日頃から警戒を怠らず、発生時に備えた対応体制の 

構築や訓練の実施等、事前の準備等を推進していく必要があります。 

特に、基礎疾患を有する方が集まる施設や、多数の方が居住する施設等においては、感染対

策の取組を強化していく必要があります。 

 
● 感染拡大防止を図るため、「高齢者介護施設における感染対策マニュアル（2019年３月改訂）」

が示されており、発生時の医療提供手段を確保するため、日頃から保健所や地域の協力医療機

関と連携体制を構築し、具体的な対応方法を検討しておくことが重要です。 

また、入所者に対しては、感染の疑いについてより早期に把握できるよう、管理者が中心と

なり、毎日の検温の実施、食事等の際における体調の確認を行うこと等により、日頃から入所

者の健康の状態や変化の有無等に留意する必要があります。 

 

● また、施設管理者等は、利用者の状態に応じた対応について、「社会福祉施設等における感

染拡大防止のための留意点について」（2020 年 10 月 15 日付け国事務連絡）に基づき、サービ

ス類型に応じた取組を進めていく必要があります。 

 
＜介護サービスの継続的提供のための備え＞ 
● 介護施設やサービス事業所においては、感染症発生時に備え、衛生物品の確保や設備整備、

サービス継続、応援体制の構築、感染症対策の徹底のための支援等が求められています。 

 

● 新型コロナウイルス感染症の発生によって職員体制の縮小や感染症対策への業務負荷が増

えている現状を踏まえ、介護ロボットやＩＣＴ機器をできる限り活用し、生産性向上に向けた

取組を推進していく必要があります。 

 
● 高齢者の方は、感染症に対する抵抗力が弱く、また介護施設やサービス事業所で感染症が一

旦発生すると集団発生となることも多いため、介護現場の職員は適切な感染症予防対策を着実
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に行う必要があります。 

 

● 介護施設やサービス事業所においては、感染症等が発生した場合にあっても、必要なサービ

スが継続的に提供できる体制を構築する観点から、全ての介護サービス事業所を対象に、事業

継続に向けた計画「事業継続計画（ＢＣＰ）」の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）

の実施等が2021年４月から義務付けられます（３年の経過措置あり）。 

  また、介護サービス事業者に、感染症の発生及びまん延等に関する取組の徹底を求める観点

から、施設系サービスには、現行の委員会の開催、指針の整備、研修の実施等に加え、訓練（シ

ミュレーション）の実施を、その他の訪問系、通所系、居住系サービス等には、施設系サービ

スと同様の取組の実施等が義務付けられます（３年の経過措置あり）。 

 

● 介護施設等においては、感染者等が発生した場合などの緊急時に備えて、平時より応援体制

を構築しておくことが求められます。このため、都道府県や市町村においては、平時より介護

保険施設等の関係団体と連携・調整し、緊急時に備えた応援体制を構築するとともに、感染者

等が発生した場合の人材確保対策を講じておく必要があります。 

 

＜新たな生活様式における介護予防・見守り等の取組＞ 
● 新型コロナウイルス感染症が長期化する中で、これまで地域の通いの場を利用していた方々

等を始めとして、多くの高齢者の方々が、外出を控え、居宅で長い時間を過ごすようになるこ

とで、心身の機能が低下することが懸念されています。このため、地域の通いの場等の再起動・

つなぎ直しに向け、感染拡大防止に配慮しながら、介護予防・見守り等の必要な取組を進めて

いくことが求められています。 

 

基本方針 

 
＜感染症対策に対する体制整備の推進＞ 
● 「愛知県新型インフルエンザ等対策行動計画」に基づき、平時から感染予防策の普及啓発、

抗インフルエンザウイルス薬の備蓄、医療体制の整備等を実施します。また、発生時は、その

ステージに応じて、ワクチン接種の実施、医療体制の確保、情報の提供等を実施します。 
 
＜介護施設等における感染症発生時の備えの推進＞ 
● 介護施設等における感染拡大防止のための留意点や、感染症発生に備えた対応等を示し、感

染症対策の徹底と発生に備えた取組の促進を図っていきます。 

 

＜介護サービスの継続的提供のための取組支援＞ 
● 感染症発生時に備え、介護施設やサービス事業所における衛生物品の確保や設備整備、サー

ビス継続、応援体制の構築、感染症対策の取組を支援していきます。 

 

＜新たな生活様式における介護予防・見守り等の取組＞ 
● 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、居宅で過ごす時間が長くなる高齢者の健康維持 

に取組むとともに、「新しい生活様式」に配慮した、介護予防・見守り等の取組を推進します。 

 

２０２３年度までの目標 

 
＜感染症対策に対する体制整備の推進＞ 
● 新型インフルエンザ等に関する基本的な情報や発生した場合の対策について、県ホームペー

ジ等を利用して情報提供に努めます。また、マスク着用・咳エチケット・手洗い・うがい等の
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感染予防策についても普及に努めます。 

 

● 緊急事態宣言がされている場合には、県は、国の要請を受けて市町村が行う在宅の高齢者等

の要援護者への生活支援（見守り、介護、訪問診療、食事提供等）、搬送、死亡時の対応等の

実施について、市町村を支援します。 

 

＜介護施設等における感染症発生時の備えの推進＞ 
● 発生時の地域医療体制の確保のため、保健所を中心として、日頃から地域の医療関係者との

間で、医療提供体制について、協議、確認等を行います。また、社会福祉施設等の入所施設に

おいて、集団感染が発生した場合の医療提供の方法を検討します。 

特に、介護施設等の基礎疾患を有する方が集まる施設や、多数の方が居住する施設等に対し、

感染対策を強化するよう要請します。 

 

● 介護施設等における感染拡大防止のための留意点や、感染症発生に備えた対応等を示し、感

染症対策の徹底と発生に備えた取組の促進を図っていきます。 

また、ホームページを活用して最新の情報を提供するとともに、介護保険指定事業者講習会

を通じて必要な助言・指導を行います。 

 

＜介護サービスの継続的提供のための取組支援＞ 
● 介護施設等に対する一般用マスク、消毒液等の必要な物資を配布し、感染防止対策に係る支

援を推進します。 
 

● 介護施設における感染拡大を防止する観点から、簡易陰圧装置・換気設備の設置に要する経

費、多床室の個室化に要する改修費用を補助します。 

 

● 介護施設等において、休業要請を受けた事業所、利用者又は職員に感染者が発生した事業

所・介護施設等、濃厚接触者に対応した事業所・介護施設等に対し、感染機会を減らしつつ、

必要なサービスを継続して提供できるよう、通常の介護サービスの提供時では想定されない、

かかり増し経費等に支援（消毒・清掃費用、マスク等の衛生用品の購入費用等）を行います。 

 

● 自主的に休業した事業所等との連携に係るかかり増し経費（利用者引継ぎ等で発生する費用、

追加で必要な人員確保経費等）に対して支援します。また、業界団体と連携して応援体制の構

築を図ります。 

 

● 新型コロナウイルス感染症の発生によって職員体制の縮小や感染症対策への業務負荷が増

えている現状を踏まえ、職員の負担軽減（介護ロボット購入費助成）や業務効率化（ＩＣＴ導

入支援）を図るための支援を推進します。 

 

● 介護施設やサービス事業所職員に対する感染症対策に係る研修の機会を充実していきます。 

 

● 感染症発生時にあってもサービス提供が継続できるよう、事業継続計画（ＢＣＰ）の作成支

援や感染症対策の取組を進めます。 

 
＜新たな生活様式における介護予防・見守り等の取組＞ 
● 新型コロナウイルス感染症の影響により、居宅で過ごす時間が長くなる高齢者の健康維持の

ため、ホームページを活用した介護予防に役立つ情報の発信や、市町村への情報提供などを行

い、「新しい生活様式」に対応した介護予防・見守り等の取組を支援します。 


